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改訂履歴 
 

番号 改訂日 改訂箇所 改定内容 

１ 令和６年４月２５日 本要領の策定 － 

2 令和６年６月１８日 全般 多岐にわたるため、新旧対照表を別途作成 

３ 令和６年８月２８日 

３－１ 販売事業者の要件 

（４）サポート体制に関する事

項①、② 

多岐にわたるため、新旧対照表を別途作成 

４ 令和６年９月２６日 全般 多岐にわたるため、新旧対照表を別途作成 

５ 令和６年１１月１日 
別紙 賃貸借契約による省力

化製品の提供 
多岐にわたるため、新旧対照表を別途作成 

６ 令和６年１２月１１日 全般 多岐にわたるため、新旧対照表を別途作成 

７ 令和７年２月２８日 全般 多岐にわたるため、新旧対照表を別途作成 

８ 令和７年３月２５日 全般 
「省力化指標」を「省力化指数」に改定 新旧

対照表を別途作成 

９ 令和７年４月２４日 全般 多岐にわたるため、新旧対照表を別途作成 

１０ 令和７年７月８日 全般 多岐にわたるため、新旧対照表を別途作成 

１１ 令和７年１２月１９日 
１－２ 定義 

（２）製品カテゴリ 

介護業を対象とした製品カテゴリの取扱い

について追加 

※新旧対照表は、本事業のホームページに最新版を掲載します 
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１．本事業の概要  

１－１ 本事業の目的 
中小企業省力化投資補助事業（以下「本事業」という。）は、令和５年度からの３年間を変革期間とすることを踏ま

え、中小企業等の売上拡大や生産性向上を後押しするため、人手不足に悩む中小企業等が IoT・ロボット等の人手

不足解消に効果がある汎用製品を導入するための事業費等の経費の一部を補助することにより、省力化投資を促

進して中小企業等の付加価値額や生産性向上を図るとともに、賃上げにつなげることを目的とする。その際、ＩｏＴ・

ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品で補助の対象となるものをあらかじめ登録・掲載し、中小企業等

が選択して導入できるようにすることで、簡易で即効性がある省力化投資を促進する。 

 

 

１－２ 定義  
本登録要領における定義は、次のとおりとする。 

（１）カタログ 

「カタログ」とは、本事業においては、中小企業等が簡易・迅速に導入できる汎用製品であって、従前と同等又

はそれ以上の付加価値を産出するために投入する労働量を減少させることで人手不足の解消の効果をもたらす

製品を、あらかじめ補助の対象として登録した製品のリストを指す。カタログは中小企業省力化投資補助金事務

局（以下「事務局」という。）のホームページ等で公開されるものとする。 

 

（２）製品カテゴリ 

「製品カテゴリ」とは、ある特定の業務に使用され類似の効能を発揮する製品でありその動作原理、外観、規模

等において大きな差の無いものを総称するための分類を指す。 

製品カテゴリは、工業会等が会員企業等の製品カテゴリへの登録の要望等を踏まえ、中小企業庁に対して登

録申請を行い、中小企業庁が業所管省庁等と協議して認定を行う。その際、個々の製品カテゴリに対して工業会

等において承認を受けた省力化指数（当該製品カテゴリが対象業種の業務領域においてどのような省力化効果

を生み出すか、定量的な説明を行う指数）が策定される。 

（注）介護業を対象とした製品カテゴリについては、中小企業庁が業所管省庁と協議の上必要性が認められる

製品カテゴリに限り、開設を認める。（ただし、介護保険制度からの介護報酬を支払われている事業（本事業にお

いては、以下「介護事業」という。）でしか利用が想定されない製品カテゴリについては、開設を認めない。） 

 

（３）省力化製品  

「省力化製品」とは、（４）で定義する省力化製品製造事業者が製造し、（５）で定義する省力化製品販売事業者

が販売する、カタログに登録された汎用製品を指す。 

製品登録においては当該製品カテゴリの省力化指数を満たすか等を工業会等及び事務局が審査し、中小企

業庁が承認した製品等がカタログに登録され、中小企業等が交付申請に当たって選択できるようになる。 

  

（４） 省力化製品製造事業者 

「省力化製品製造事業者」（以下「製造事業者」という。）とは、中小企業等の人手不足解消に効果がある IoT、

ロボット等の省力化製品を製造している事業者、省力化製品を製造している外国会社が出資して設立した日本

法人又は国内における総代理店（日本国内における独占販売権を保持している事業者）として当該製品を扱う事

業者を指す。 

 

（５）省力化製品販売事業者 

 「省力化製品販売事業者」（以下「販売事業者」という。）」とは、省力化製品の販売が可能であり、中小企業等と

共同で本補助金を申請する事業者を指す。販売事業者として登録されるためには、事前に登録された省力化製

品の販売、各種サポートを行える事業者として、事務局に登録申請を行い、事務局及び外部審査委員会による

審査で採択される必要がある。また、販売事業者は、当該事業者が製品を提供する中小企業等と共同で本補助

金の交付申請を行い、申請及び事業実施等に係る各種サポートを行う責務を有する。 
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（６）対象リース会社 

  公益社団法人リース事業協会（以下「（公社）リース事業協会」という。）の確認を受けて、中小企業等と共同で

交付申請を行うリース会社を指す。ただし、販売事業者、過去に補助事業者となった者及び（公社）リース事業協

会の確認が取り消された事業者は、対象リース会社となることはできない。 

 

（７）補助事業者 

本登録要領においては、 「補助事業者」とは、省力化製品の導入により人手不足解消を目指す中小企業等

であって、販売事業者と共同で本補助金の申請を行い、交付の対象となった事業者を指す。 

 

（８）補助事業者等 

 「補助事業者等」とは、補助金交付の対象となった中小企業等、販売事業者及び対象リース会社を指す。 

 

 

１－３ 本事業の流れの概要 

本事業においては、（１）製品カテゴリの登録、（２）省力化製品・製造事業者の登録、（３）販売事業者の登録、

（４）補助事業の公募の４つの段階が存在し、それぞれにおいて公募が行われる。 

 

（１）製品カテゴリの登録 

事務局が製品カテゴリの募集を行う。 このとき、工業会等が事務局に対して製品カテゴリの登録申請を行う。事

務局から申請内容の報告を受け、中小企業庁が業所管省庁等と協議して製品カテゴリの審査を行う。同時に当

該製品カテゴリにおける省力化基準の策定が行われる。その後、製品カテゴリ、当該製品カテゴリに属する省力

化製品の審査を行う工業会等（審査担当工業会）及び当該製品カテゴリにおける省力化基準について、外部有

識者を交えた第三者委員会での協議の後に、中小企業庁が認定を行う。これにより製品カテゴリが登録され、そ

れに属する省力化製品が以降の省力化製品公募における募集の対象となる。 

 

（２）省力化製品・製造事業者の登録 

事前に登録された製品カテゴリに属する IoT・ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品を、事務局が

各製品メーカー等から募集する。登録申請の受付は、まず審査担当工業会が行い、申請のあった製品が当該製

品カテゴリにおける承認された省力化基準を満たすか等を工業会等において審査する。 

このとき、省力化製品の登録申請は、当該製品を製造する製品メーカー等から行われる。製品の審査と同時

に、当該製品メーカー等が製造事業者としての要件を満たすかについても審査が行われる。（要件を満たした製

品メーカー等が製造する製品が省力化製品として認定される。） 

その後、事務局への登録申請を行った製品等が補助対象としてカタログに登録され、中小企業等が交付申請

に当たって選択できるようになる。 

 

（３）販売事業者の登録 

事務局が省力化製品を取り扱う販売事業者を募集する。当該製品の販売を行う事業者であって、製品の説明・

導入・運用方法の相談等のサポートを行えると認定された事業者が販売事業者として登録される。なお、製造事

業者が販売事業者を兼務することが可能である。 

 なお、販売事業者は中小企業等と共同で本事業への交付申請を行い、事業の実施について連帯して責任を

負うものとする。 

 

（４）補助事業の公募 

 独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」という。）が、中小企業等及び販売事業者（対象リース

会社との共同申請を行う場合は、中小企業等、販売事業者及び対象リース会社）が共同で行う補助事業の募集

を行う。この公募で採択された事業者が補助事業者等となり、省力化への取り組みを行い、その実績報告を行っ

たものに対して補助金の支払いが行われる。 
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 なお、補助事業者等は補助事業の終了後３年間効果報告を行う必要がある。また、補助事業によって取得した

財産について適切な管理を続ける必要がある。 

 

 

１－４ 公募受付期間・登録有効期間 
本事業は、令和８年９月末頃までの間に補助事業の申請を受け付けるものとする。また、カタログへの登録は、公

募受付期間終了の半年前程度まで随時行われるものとする。 

登録された省力化製品、製造事業者及び販売事業者の登録有効期間は、令和８年度末までとする。ただし、登録

要件の改定が行われた際や登録更新が行われなかった際は登録取消になる場合がある。 

また、虚偽申請等の不正事由が判明した場合、省力化製品登録の内容に虚偽や実態との乖離が判明した場合、

又は補助事業者に対する省力化への支援が不十分であった場合は、それらの登録を取消す場合がある。 
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１－５ 事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 公 募 

② 交付申請（電子申請） 

 

ＧビズＩＤプライムアカウント 

↓ 

電子申請システムにログイン 

↓ 

事業計画等入力 

↓ 

送信 

 

 

補助事業実施期間 

③ 採択通知 

④ 交付決定 

 

⑤ 補助事業実施・実績報告 

 

⑥ 確定検査（交付額の確定） 

⑦ 補助金の請求 

⑧ 補助金の支払 

 

⑨ 効果報告 

 

＊自己負担額を超える利益が生じた場合は 

収益納付をしていただく場合があります 

 

実地検査 

（効果報告期間が終了するまでの間 1回以上） 

 

 

事業実施事務局 

(全国中小企業 

団体中央会を 

幹事者とする 

コンソーシアム) 

採択審査委員会 

中小企業等 

基金設置法人 

（独立行政法人中小企業基

盤整備機構） 

委託 

審査・採択 

経済産業省 

補助金交付 

 

販売事業者 

(対象リース会社※) 

購入・補助
事業相談 
 
 
導入・補助
事業支援 

(共同申請） 

※ファイナンス・リース取引 

を利用する場合 

https://gbiz-id.go.jp/top/index.html
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２．登録と事業実施の流れについて  

２－１ 販売事業者の登録手順 

本補助金を用いて中小企業等に対して省力化製品の販売・提供を行うためには、販売事業者として事前登録す

る必要がある。事前登録された販売事業者は、中小企業等とともにカタログに登録された省力化製品を選択し、共

同で補助金の交付申請を行う。事務局及び外部有識者委員会において申請内容の審査が行われ、登録された場

合、販売事業者はカタログに掲載され、中小企業等が省力化製品の購入先として選択できるようになる。販売事業

者として登録されて以降は、中小企業等に対する省力化製品の説明・導入・運用方法の相談等のサポート、補助金

の交付申請や実績報告等の各種手続きのサポート等の業務を行う必要がある。 

販売事業者としての登録は製品カテゴリ毎に必要となる。なお、登録済の製造事業者が取り扱う製品で、同一カ

テゴリに属すると考えられる製品（省力化製品として登録されていないものでも可）の販売実績があれば、販売事業

者として登録することが可能である(なお、中古品の販売実績は除く)。また、既に登録されている販売事業者に発行

済株式総数又は出資価格総額の２分の１超を所有されている事業者においては、当該資本関係を示す証憑を提出

することで、当該販売事業者の販売実績を自社の販売実績であるとみなして扱うことができる。 

製造事業者が自ら製造する省力化製品を中小企業等に対して直販を行っており、その際に本補助金を活用しよ

うとするときは、自社を販売事業者として登録することも可能である。 

販売事業者として登録完了した事業者のうち、その主たる販売先がエンドユーザーではなく卸売事業者であり、

強固で安定した経営基盤を有する事業者は、事務局に登録申請を行い、事務局の審査・承認を経て「省力化製品

中間卸事業者」（以下「中間卸事業者」という。）となることができる。ただし、製造事業者は自ら製造する省力化製品

を取り扱う中間卸事業者になることはできない。 

 

２－２ 取り扱い製品の登録 

販売事業者は、カタログに登録されている省力化製品の中から、自社で取り扱う省力化製品を選択する。この際、

当該製品の過去の販売実績価格に基づき、当該製品の補助上限額を登録する(なお、中古品の販売実績は除く)。

また過去に販売した実績が無い製品についても取り扱い製品として選択が可能であるが、その場合は同一製造事

業者が提供している他の製品（同一カテゴリに属すると考えられる製品であって、省力化製品として登録されていな

いものでも可）の販売実績を有することが必要であり、あらかじめ製品ごとに定められた補助上限額が適用される。 

中間卸事業者と継続的な取引のある販売事業者は、中間卸事業者が取り扱い製品として登録した省力化製品に

ついて自社の販売実績がない場合、中間卸事業者との過去の継続的な取引実績を証明する証憑を提出することに

より、当該省力化製品を選択して販売登録することができる。その場合、当該省力化製品については、あらかじめ製

品ごとに定められた補助上限額が適用される。 

また、既に登録されている販売事業者に発行済株式総数又は出資価格総額の２分の１超を所有されている事業

者においては、当該資本関係を示す証憑を提出することで、当該販売事業者の販売実績を自社の販売実績である

とみなして扱うことができる。   

なお、導入・設定費用（申請額）に対する補助上限額は、各製品の補助上限額の２割までとなる。 

※補助対象となる経費・補助対象外となる経費については公募要領を参照すること。 

※周辺機器等の構成要素をパッケージとして含んで製品が登録されている場合、パッケージに含まれる各構成要

素を取捨選択して交付申請することは認められず、製品登録された内容通りに全ての構成要素を含めて導入す
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ることが補助金交付の要件となる。製品登録・交付申請時の納品書等に記載の項目が、パッケージに含まれる各

構成要素の品目名と一致すること。パッケージに含まれる全構成要素に対して財産処分の制限が及ぶことに留

意すること。なお、一部の構成要素が故障等で機能を失った場合は、パッケージに含まれる全構成要素について

財産処分の承認申請を行い補助事業を廃止するか、補助事業を継続するために代替品を導入するかのいずれ

かの対応を行う必要がある。 

※省力化製品・省力化製品製造事業者登録要領３－２（１）③末尾に記載した、異なる製造事業者が提供する構成

要素を含んだパッケージについては、販売事業者が中小企業等に対する納入・保守・サポート等を一括して行う

必要がある。 

※賃貸借契約により省力化製品を提供する場合の登録方法・注意事項については別紙を参照すること。 

 

２－３ 事業実施の流れと販売事業者の役割 

本事業における下記の補助事業の各段階について、販売事業者は共同申請を行った中小企業等とともに、補助

事業実施のために善良なる管理者の注意義務を持って取り組むものとする。 

 

（１）事前準備（事業計画の策定） 

中小企業等は補助金の申請に当たり、省力化製品及び販売事業者をカタログから選択する。カタログに登録さ

れた後に中小企業等から製品の購入及び補助金の申請依頼があれば、これに応じて中小企業等への製品の導

入検討を行い、中小企業等と共同で事業計画の策定を行う。 

事業計画の策定に当たっては、中小企業等に対して製品の内容やその省力化効果等について十分な説明や

検討を行い、合理的に省力化効果が期待でき補助要件を満たす計画を策定するよう努めるものとする。 

また、中小企業等からの購入希望数が予想を上回り申請対応や省力化製品の供給が難しいと判断される場合

など、販売事業者としての要件を満たすことができなくなる恐れがある場合は、速やかに事務局に連絡の上カタロ

グ掲載の一時停止などの対応を取ること（３－１（３）③参照）とする。 

 

（２）共同での交付申請および交付決定 

中小企業等と販売事業者は共同事業体としての取り決めに同意した上で、公募期間内に申請受付システムを

通じて交付申請を行う。 

なお、販売事業者は、中小企業等に対して、交付申請やその後の補助事業実施等に当たっての注意事項を

十分に説明するとともに、公募要領に規定する申請要件を満たすか等について、販売事業者においても十分な

確認を行うなど、中小企業等の申請手続きのサポートを最大限行った上で共同申請を行う。なお、共同申請に当

たっては、別途事務局の示す共同事業実施規約及び宣誓書に同意した上で事務局にその旨を申告する。 

その後、中小機構による審査を経て、採択事業者を決定する。本事業においては、採択と同時に交付決定が

行われ、中小企業等と販売事業者は申請受付システムを通じてその通知を受ける。交付決定は中小企業等と販

売事業者の両者(ファイナンス・リース取引を利用する場合は、対象リース会社を含む３者)に対して行われる。 

 

（３）補助事業実施 
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交付決定通知書に記載する日（交付決定日から原則１２か月以内）までを補助事業期間とし、この間に省力化

製品の受注・納入、導入支援及び実績報告を行う必要がある。販売事業者は遅滞なく省力化製品を納入し、補

助事業に係る中小企業等からの問合せ・疑問等について対応を行い、円滑な補助事業推進のサポートを行うとと

もに、適切な製品の導入支援・アフターサポート等を行う。 

 

（４）実績報告及び補助額の確定・支払い 

補助事業の実施に係る実績報告において、中小企業等は導入した省力化製品に対する代金の支払いに係る

証憑を事務局へ提出する。このため、販売事業者は中小企業等に対し支払いに係る証憑（省力化製品の発注、

契約、納品、検収、請求、支払いに関する書類）を発行する際、省力化製品と各書類において照合が取れるよう

にすること。（省力化製品名と各書類の費目は一致させること。）   

※ 一致が確認できない場合は補助対象外となる場合があるので注意すること。  

※ 交付申請において選択されていない省力化製品（交付決定を受けていない省力化製品）は、実績報告時

に説明資料が提出されていても補助対象外となるので注意すること。  

※対象リース会社との共同申請を行った場合には、対象リース会社と補助事業者の間で結んだリース契約書

及び対象リース会社と販売事業者の間で結んだ売買契約書の双方が必要となる。また納品、検収に関する

書類として、物品借受証を提出すること。 

実績報告を受け、事務局において補助額の確定を行う。補助額の確定後、補助金の交付を受ける者は事務局

に対して支払請求を行うことで補助金が支払われる。 

販売事業者は実績報告にかかる各種手続きに関して、補助事業者からの問合せ・疑問等について対応を行

い、円滑な実績報告のサポートを行うこと。 

 

（５）効果報告期間 

補助事業終了後、毎年度事務局が定める期限までに効果報告を行う。 

このとき販売事業者に対しても補助事業者等としての効果報告が課され、省力化製品の稼働やメンテナンスに

関する情報の提出が必要となる点に留意すること。 

また、効果報告にかかる各種手続きに関して、中小企業等からの問合せ・疑問等について対応を行い、円滑な

効果報告のサポートを行うこと。 

また、この時に中小企業等から提出する労働生産性の向上状況・省力化の効果に関する状況が、申請時の目

標値やカタログに登録された省力化指数の値を著しく下回っている場合は、事務局が個別に事情を聴取すること

があるほか、複数の補助事業で同様の事例が多数見られる場合は省力化製品や販売事業者の登録取消を行う

ことがある。 

 

（６）財産管理期間 

補助事業により取得する資産については、その処分に制限が課されるため、補助事業の終了後及び効果報告

期間の終了後であっても、処分制限期間を経過するまでの間は省力化製品の適切な管理を行う必要がある。販

売事業者は、財産管理期間にかかる必要な対応について中小企業等に必要な説明を行う。（ただし、ファイナン
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ス・リース取引を用いて省力化製品を導入している場合は、所有権を持つ対象リース会社が財産処分の申請及

びそれに伴う納付を行う。） 
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３．登録時の要件及び留意事項 

３－１ 販売事業者の要件 

販売事業者登録に当たっては、以下の要件を満たす必要がある。ただし、既に登録されている販売事業者に発

行済株式総数又は出資価格総額の２分の１超を所有されている事業者については、当該資本関係を示す証憑を提

出することで上記（２）、（３）①、（４）の要件を満たすものとみなす。 

 

（１）基本的事項 

①登録申請時点において、日本国内で法人登記（法人番号が指定され国税庁が管理する法人番号公表サイ

トにて公表されていること）され、日本国内で事業を営む法人であること。 

②経済産業省又は中小機構から補助金等停止措置又は指名停止措置を受けていないこと。 

③反社会的勢力に該当せず、今後においても、反社会的勢力との関係をもつ意思がないこと。  

④登録申請時点のみならず、登録期間中においても、訴訟や法令遵守上において、本事業遂行に支障をきた

すような問題を抱えていないこと。 

⑤中小機構が実施する補助事業において、「虚偽の申請」や「利害関係者への不当な利益配賦」といった不正

な行為を行っていない（加担していない）こと。また、今後も不正な行為を行わない（加担しない）こと。 

⑥中小機構及び事務局は、交付申請や実績報告時において補助事業の適正な遂行のため必要があると認め 

たときは、立入調査等を行うことがある。調査への協力を要請された場合は協力すること。協力しない場合は

登録が取り消されることに同意すること。 

 

（２）経営基盤に関する事項 

登録期間中、製品の供給・メンテナンスを継続して行えると判断するに足る十分な経営基盤を有していること。 

 

（３）供給・販売体制に関する事項 

①販売しようとする省力化製品又はその製造事業者が製造する同一の製品カテゴリに属する製品を事業者へ

提供・販売した実績を有していること。 

②当該省力化製品について在庫が一定数確保されているなど、供給体制が整備されており、中小企業等に遅

滞なく納入し、交付決定通知書に記載する日（交付決定日から原則１２か月以内）までに実績報告ができる

こと。 

 ※ただし、賃貸借契約により省力化製品を提供する場合はこの限りではない（賃貸借契約による省力化製品

の提供については、別紙参照）。 

③受注状況の予期せぬ変動により上記を満たせない場合は、在庫が回復するまでカタログ掲載の一時取りや

めを行う等の適切な措置を講じること。 

④販売先の選定や販売可否の判断に当たって、特別な条件を課さないこと。 

 

（４）サポート体制に関する事項 

①提供・販売する省力化製品が生産性向上・省力化に資するよう、最大限の効果を発揮するための環境・体制

等の構築を行うこと。具体的には、省力化製品の保守・サポート体制を構築し、中小企業等が導入した省力
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化製品において、運用障害等が発生しないようメンテナンス及び管理を徹底すること。 特に保守・サポート

体制を提供する地域が日本国内の一部に限られる場合、上記（３）④に関わらず、省力化製品の納入先は

当該地域内のみとすること。 

②登録申請時において、上記を証明する資料を提供するとともに、処分制限期間内に運用障害等が発生した

場合は保守・サポート等の支援を提供することを宣誓すること。 

③効果報告時に、稼働状況や保守・メンテナンス履歴等のサポート実績が分かる資料を提出することを求める

場合があることに同意すること。 

 

（５）事業実施に関する事項 

①本事業の公募要領等に記載の内容を遵守すること。 

②登録申請に必要な情報を入力し、添付資料（本要領「４－１ 申請方法及び申請項目」参照）を必ず提出する

こと。   

③本事業の各種手続きにおいて登録する情報及び連絡先メールアドレスは、虚偽なく正確な情報を提出し、

変更や修正の必要性等が生じた場合は、速やかに情報変更の手続きを行うこと。また、変更が生じた場合や

何らかの事由により販売事業者登録を取りやめる場合、事務局へ連絡し、指示を受けること。  

④省力化製品の導入を検討する中小企業等からの問合せに対応する等、本事業ホームページや公募要領、

各種手引き等を充分活用するとともに、事務局が実施する説明会や経済産業省及び中小機構等が関与す

る本事業関連施策に可能な限り連携し、補助事業の周知活動に取り組むこと。  

⑤中小企業等に対し、本事業の公募要領、交付規程等に記載の内容を十分に説明し、理解を得た上で交付

申請を行わせること。 

⑥中小企業等に対する製品の販売価格は、交付申請時に申請した製品本体価格を超えることはできない。 

また、中小企業等に対する販売価格が一般的な市場価格と比較して著しく高額である場合など、妥当性に

ついて事務局から説明を求められた場合は、追加資料等により説明を行うこと。 

⑦中小企業等に対し、申請マイページ作成、各種申請及び手続き等における虚偽や不正、業務の怠慢、情報

の漏洩等、並びにその他不適当な行為が行われていることが明らかになった場合は交付決定の取消となる

場合がある旨を交付申請前に説明を行い、同意を得ること。  

⑧本事業実施期間のみならず、補助金の交付以降も中小企業等への十分な支援（導入支援、定着支援、活

用支援、フォローアップ）を行える体制を整えること。また、中小企業等からの問合せや相談、苦情対応につ

いて迅速かつ適切に対応し、導入した省力化製品のサービスについて、より高度かつ利便性等の向上を実

現するための利活用推進に係る取組（製品等のより高度な利用方法や、利便性を向上させる情報分析の方

法のレクチャー等）を実施すること。   

⑨効果報告期間において、導入された製品による省力化製品の生産性向上にかかる効果や当該製品が属す

る製品カテゴリにおいて設定された省力化指数に基づく効果を中小企業等と共同で報告すること。また、報

告された省力化指数に基づく効果が正当な理由無く当該製品カテゴリの基準値を下回っている申請が多数

見られる場合は、販売事業者の事業者名及び代表者名の公表や、登録取消を行う場合があることに同意す

ること。 
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⑩導入した製品の稼働状況や保守・メンテナンス履歴等のサポート実績の記録が効果報告において必要とな

る場合があるため、これを製造事業者が保持している場合は、製造事業者から当該情報の共有を受けられ

るように事前の取り決めを両者で行うこと。 

⑪事務局に提出した情報は、事務局から国及び中小機構に報告するとともに、事務局、国及び中小機構（各

機関から委託を受ける外部審査委員や業務の一部を請け負う専門業者等を含む）が以下の目的で利用す

ることに同意すること。なお、中小企業等からの情報提供を受けて提出する情報については、あらかじめ中

小企業等の同意を得ておくこと。  

・本事業における審査、選考、事業管理のため  

・本事業実施期間中、実施後の事務連絡、資料送付、効果分析等のため  

・統計的に集計・分析し、申請者を識別・特定できない形態に加工した統計データを作成し、公表すること 

・各種事業に関するお知らせのため 

・法令に基づく場合 

・人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、販売事業者の同意を得ることが困難

であるとき。  

・事務局、国及び中小機構が本事業の遂行に必要な手続き等を行うために利用する場合  

⑫事務局及び中小機構は、交付申請や実績報告時において補助事業の適正な遂行のため必要があると認め

たときは、立入調査等を行うこととし、調査への協力を要請された場合は協力すること。協力しない場合は販

売事業者の登録取消、交付決定の取消や補助金返還となることに同意すること。  

⑬補助事業を遂行する上で、中小企業等及びその他の事業者との間に発生する係争やトラブルについては、

事務局ではその責を一切負わず、販売事業者と中小企業等及びその他の事業者間で対応し、解決するこ

と。 

⑭省力化製品を中小企業等に納入する際には、事務局が講じる転売防止のための措置に協力すること。 

   ⑮悪質な不正行為が発覚したとき、共同申請を行った中小企業等を含め、事業者名及び不正を行った時点で

の代表者名や不正内容を公表する場合があることに同意すること。 

 

 

３－２ 留意事項 

（１）登録単位について 

取り扱う製品の種類が複数の製品カテゴリにまたがる場合、販売事業者登録は各製品カテゴリに対して別々に

行うこと。 

 

（２）共同申請における交付決定の取消時の扱いについて 

中小企業等・販売事業者の双方が補助金の交付決定を受け、補助事業者等として事業に取り組む必要があ

る。交付決定の全部又は一部が取り消された場合において、すでに補助金が支払われているときは、販売事業

者に対しても返還が命じられることがある。 
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（３）本事業ホームページへの掲載 

登録された販売事業者の一部の情報は、省力化補助金事務局ホームページ内でのカタログに掲載されるとと

もに、省力化製品の検索に活用される。   

 

（４）販売事業者の登録情報の変更について 

登録済の販売事業者情報に変更が生じた場合は、速やかに変更申請を行うこと。 

 

（５）対象リース会社との共同申請について 

ファイナンス・リース取引に限り、中小企業等及び販売事業者が対象リース会社と共同申請をする場合には、

中小企業等が対象リース会社に支払うリース料から補助金相当分が減額されることなどを条件に、対象リース会

社が販売事業者に支払う購入費用を補助対象として、対象リース会社へ補助金を交付する（中小企業等が対象

リース会社に支払うリース料そのものについては補助対象外）。 

この際、販売事業者は対象リース会社と売買契約を結んだ後に、省力化製品を中小企業等へ納入し、対象リ

ース会社に対しては物品借受証を提出して代金の支払いを受ける。なお省力化製品の納入後であっても、中小

企業等に対する製品の説明・導入・運用方法の相談等のサポートを実施すること。 

※財産処分を行う場合には、その他の本補助金を用いて取得した資産と同様に、残存簿価相当額又は時価

（譲渡額）により、処分に係る補助金額を限度に返納すること。この際、返納は省力化製品の所有権を有する

者（対象リース会社）が行うこととする。 

※セール＆リースバック取引や転リース取引、割賦契約は対象外とする。 
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４．登録申請手続き 

４－１ 申請方法及び申請項目 

登録申請は、事務局が開設する電子申請システムにて行う。この時、提出書類として下記資料を添付するほか、

以下の事項について申請を行うものとする。 

※なお、賃貸借契約により省力化製品を提供する場合（別紙参照）は別途事務局が定める方法により申請を行うこ

と。 

 

＜提出書類＞ 

・履歴事項全部証明書の写し（発行から３か月以内のもの）  

・直近１年間の貸借対照表及び損益計算書 

・税務署の発行する法人税の直近の納税証明書(その 1 又はその 2)  

※１期の決算を迎えた上で提出すること 

・該当カテゴリにおける製造事業者の製品の販売実績証明書（納品書） 

 

なお事務局より説明を求められた場合は、追加資料等により説明を行うこと。 

 

＜入力事項＞ 

・販売事業者の基本情報（事業者名、所在地など） 

・取り扱う省力化製品 

・取り扱う省力化製品の販売実績（中古品を除く） ※販売実績を有する場合 

・取り扱う省力化製品本体の販売価格 ※販売実績を有する場合 

・販売体制及びサポート体制（販売店所在地、営業エリアおよび製品に関するサポート提供がわかるもの） 

 

 

４－２ 申請期間 

カタログに登録された省力化製品ごとに順次開始する。  
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５．各種問合せ 

お問合せ先 

中小企業省力化投資補助事業 コールセンター 

お問合せ時間：9:30～17:30／月曜～金曜（土・日・祝日除く）  

TEL: 0570-099-660 

IP 電話等からのお問合せ先： 03-4335-7595 
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別紙 

賃貸借契約による省力化製品の提供 
 

既に登録済みの省力化製品について、賃貸借契約により所有権を移転すること無く中小企業等への提供を行う

場合、以下の要件を全て満たす場合は賃貸借契約による提供方式を補助の対象として登録することができる。ただ

し、補助の対象となるのは契約開始から１年分の借料のみとする。 

 

①登録済の当該省力化製品にかかる製造事業者であり、かつ既に販売事業者としての登録を行っていること。 

②１年以上の期間で賃貸借契約を行うこと（納品後１年未満で解約した場合、交付決定の取消となる）。 

③１年間の借料を登録すること。この借料は経済的合理性があり、市場価格を逸脱していないこと。 

④賃貸借契約により当該省力化製品を提供した実績を３社以上有していること。 

⑤通常の販売契約による提供を行う場合と同様に、「２－３．事業実施の流れと販売事業者の役割」、「３－１．（５）

事業実施に関する事項」、「３－２．留意事項」に記載の事項を遵守すること。ただし、補助事業実施期間につい

ては交付決定日から原則として１８か月となる（実際の期限については、交付決定通知書を確認すること）。 

⑥賃貸借契約によって提供する省力化製品は新品であること。ただし、省力化製品の導入を検討するため新品の

省力化製品を短期間（最大 6か月まで）試用し、交付決定後もその製品を使い続ける場合は補助対象となる（試

用による減価や摩耗が大きい場合を除く）。 

 

登録を希望する場合、事務局（コールセンター）に連絡すること。 


